
【令和４年第２回定例会 まちづくり委員会委員長報告資料】

令和４年３月１８日 まちづくり委員長 露木 明美 

○「議案第９号 川崎市地区計画の区域内における建築物等の形態意匠の制限に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について」 

○「議案第１０号 川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例

の一部を改正する条例の制定について」 

≪一括審査の理由≫ 

 いずれも大師橋駅前地区の地区計画等に関する内容であるため、２件を一括して

審査 

≪意見≫ 

＊京急大師線の地下化が完了するまで産業道路駅前踏切が撤去されなかったとのこ

とであるが、住民から踏切の撤去時期及び工事の騒音に関する問合せがあったた

め、今後のＡ地区における工事について、住民へ丁寧に説明をしてほしい。 

≪議案第９号の審査結果≫ 

全会一致原案可決 

≪議案第１０号の審査結果≫ 

全会一致原案可決 

○「議案第１１号 川崎市等々力緑地の球技場等の公共施設等運営権に係る実施方針

に関する条例の制定について」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊公共施設等運営事業のチェック体制について 

公共施設等運営事業は、３つの施設の運営権を特別目的会社へ設定した上で実

施するものである。チェック体制については、等々力緑地全体に指定管理者制度

及びＰＦＩ事業を導入する予定であることから、指定管理者制度の観点からは毎

年事業評価を実施し、また、ＰＦＩ事業の観点からは、５年に１度、中長期の事

業評価を実施する予定である。事業評価の対象は特別目的会社であり、個別の施

設の評価結果については特別目的会社から一括して提出されることとなってい

る。 

＊公共施設等運営事業における地元企業の参入について 

本事業は事業費が高額であることから、ＷＴＯの対象となるため、募集の段階

で事業者の所在地を要件とすることが困難であるが、提案を評価する過程で、地

元への貢献に対する評価項目を設定したいと考えている。  

＊公共施設等運営事業の導入による市の管理ノウハウ継承の課題について 

現在、とどろきアリーナは指定管理者制度を導入しており、野球場等の管理は

委託しているが、市の管理ノウハウは継承されているものと考えている。今後は

等々力緑地を一括して事業者が管理するため、市の関わり方については、より良

い在り方を模索していきたいと考えている。 

＊特別目的会社の従業員の賃金保障について 
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川崎市契約条例第１２条において、「選定事業者が行う契約に関して市に準じ

た措置を講ずるよう努めなければならない」と定められているため、入札説明書

及び契約に係る資料にはその旨を明記する予定である。 

＊特別目的会社が破綻した場合の市の負担及び運営の継続について 

運営権に対して抵当権が設定され、特別目的会社が銀行から融資を受けること

になるが、特別目的会社が破綻した場合に市が負債等を負担することはない。ま

た、特別目的会社に対しては、市及び金融機関がモニタリングを実施するため、

破綻の可能性が生じた場合には事前に対処し、事業が継続されるように事業者の

変更を図ることとなる。  

＊施設の利用において事業採算性が優先される可能性について 

採算性確保のため、特別目的会社が興行目的で利用可能な日数を確保する必要

があるが、現在利用している市民団体の枠を確保しつつ、興行目的で利用可能な

枠を生み出す工夫が必要であると考えている。 

＊特別目的会社が活用可能な日数の確保策について 

現在とどろきアリーナやカルッツかわさきで実施しているイベント等を、新し

く整備するサブアリーナで実施可能な形とした上で利用を分散することにより、

全体の利用枠の拡大を図り、特別目的会社が活用可能な日数を確保する予定であ

る。 

＊ＶＦＭの数値の差異について 

今回の計画策定のため、市で算出したＶＦＭの数値が１１．３パーセントであ

るが、これに対して、民間事業者により平成３０年２月に算出されたＶＦＭの数

値が６．９パーセントである。市が算出した数値については事業手法の検討のた

めに算出したものであることから、今後変動する可能性がある。  

＊利用料金の決定方法について 

利用料金の上限については条例で定められており、その金額の範囲内で事業者

が決定していくこととなる。今後、事業を運営していく中で事業者より利用料金

の引上げの提案があった場合は協議を行い、条例改正について検討することとな

る。 

＊市民団体による球技専用スタジアムの利用について 

現在の等々力陸上競技場は利用者調整会議において利用する日程を決定して

いるが、球技専用スタジアムについても利用者調整会議における決定手法を踏襲

する形を考えている。 

＊施設の利用料金の減免を受けている団体等への対応について 

現在、減免を受けている団体等の存在は認識している。事業者が収支を算定す

る際は、減免を考慮せずに計画を立てていくものと思われるが、過去の経緯等を

鑑みると、減免への対応は喫緊の課題であると認識している。 

≪意見≫ 

＊施設の利用料金の減免については、過去の経緯を勘案して適切に指導してほしい。

等々力緑地内には川崎市サッカー協会が寄附した更衣室があり、利用料金を徴収

することは本末転倒であるため、契約の際には利用料金の設定等について事業者
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と適切に協議を実施してほしい。 

＊資金計画の透明性、従業員の労働条件、市民利用枠の確保、住民に開かれた運営、

運営のノウハウ継承の課題等の懸念があるため、本議案には賛成できない。 

≪審査結果≫ 

賛成多数原案可決 

 
○「議案第１２号 川崎市道路の構造の技術的基準に関する条例の一部を改正する条

例の制定について」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決  
 

○「議案第１３号 川崎市移動等円滑化のために必要な道路の構造の基準に関する条

例の一部を改正する条例の制定について」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊旅客特定車両停留施設の詳細及び本条例改正による影響について 

特定車両停留施設とは、旅客の乗降等による交通混雑の緩和を目的として、道

路管理者が設ける事業者専用の停留施設であり、一例としてバスタ新宿が挙げら

れる。また、バリアフリー法の改正により、特定車両停留施設のうち、旅客の乗

降等に関する施設が旅客特定車両停留施設と定義され、市内の施設においてもバ

リアフリーの基準適合義務の対象となる。さらに、自転車歩行者専用道路及び歩

行者専用道路の新設・改築の際もバリアフリーの基準適合義務の対象となる。 

＊旅客特定車両停留施設とバス停の差異について 

通常のバス停と異なる点として、停留料金を徴収可能であること及び車種の指

定が可能なこと等が挙げられる。なお、本市においては、現時点では旅客特定車

両停留施設の設置計画はない。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第１４号 川崎市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊富士見公園における現在の建蔽率の対象となる建築物及び引上げ部分の建築物に

ついて 

富士見公園における現在の建蔽率の対象となる建築物は、かわＱホール、旧南

部公園事務所、カルッツかわさき、長方形球技場、野球場及び倉庫等である。ま

た、建蔽率の引上げ後は、パークセンター、立体駐車場、飲食施設、屋内遊戯施

設及び屋内運動施設の建設を計画している。 

＊富士見公園の施設内容の決定主体について 

市が計画しているパークセンター、クラブハウス、アメニティ施設、南側の立

体駐車場及び飲食施設については、その内容を仕様書等で定める予定である。一

方で、屋内遊戯施設、屋内運動施設及び北側の立体駐車場については、事業者の
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提案による施設である。 

＊富士見公園における各施設の利用料金の決定方法について 

導入施設の内容に応じて変動することとなるが、施設の運営経費等を加味して

利用料金を決定していく予定である。 

＊想定される収益額について 

現在、富士見公園の南側は指定管理者制度を導入しており、納付金として年間

２，５００万円程度が市に納付されている。今後については、北側も一体として

指定管理者制度を導入する予定であり、現時点で金額は未定であるが、年間２，

５００万円を超える納付金が提案される見込みである。なお、カルッツかわさき

の運営は当該指定管理には含めない予定である。 

＊住民及び利用者の声の反映について 

ＰＦⅠ事業の契約から設計までの間、これまで市に寄せられている住民等の声

は事業者へ伝えていく。また、今後何らかの形で住民等の声を反映させる機会を

設けたいと考えている。 

＊本条例における有料施設の使用料の記載について 

富士見公園の使用料については、これまで市に直接納付されていたが、指定管

理者制度の導入によって、利用料金として指定管理者に納付されることとなるた

め、富士見公園内のテニスコートの使用料については、条例において市の直接徴

収の対象外となる旨を記載するものである。 

≪意見≫ 

＊本条例改正は、Ｐａｒｋ－ＰＦＩにおける事業者の利益確保のための建蔽率の見

直しと捉えている。事業者からの提案が前提であり、市民の声が反映されない可

能性があるのではないかと危惧している。建蔽率を見直したことにより生じる面

積の大部分が収益施設の建設に充てられるのは問題があると考えており、Ｐａｒ

ｋ－ＰＦＩ自体に反対してきた経過があること、また、利用料金の値上げが含ま

れていることから、本議案には賛成できない。 

≪審査結果≫ 

賛成多数原案可決  
 

○「議案第２０号 市道路線の認定及び廃止について」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第４９号 令和３年度川崎市墓地整備事業特別会計補正予算」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 
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